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10 2020（令和2年）

国　税／�9月分源泉所得税の納付� 10月12日

国　税／�特別農業所得者への予定納税基準額等の通知

� 10月15日

国　税／�8月決算法人の確定申告

� （法人税・消費税等）�11月2日

国　税／�2月決算法人の中間申告� 11月2日

国　税／�11月、2月、5月決算法人の消費税等の中間申告

� （年3回の場合）�11月2日

地方税／�個人の道府県民税及び市町村民税の第３期分

の納付� 市町村の条例で定める日

労　務／�労働者死傷病報告（7月〜9月分）� 11月2日

労　務／�労災の年金受給者の定期報告

� （7月〜12月生まれ）�11月2日

労　務／�労働保険料第2期分の納付� 11月2日

� （労働保険事務組合委託の場合は11月16日）

　市中金利の実勢を踏まえ、利子税、還付加
算金及び納税の猶予等の適用を受けた場合の
延滞税の特例基準割合について、令和3年1月1
日以後の期間に対応するものから「国内銀行
の貸出約定平均金利（新規・短期）」の年平均
に上乗せされている年1％の割合が年0.5％の
割合に引き下げられます。

ワンポイント 利子税・還付加算金等の割合の引下げ

10 月 の 税 務 と 労 務10月（神無月）OCTOBER

日 月 火 水 木 金 土
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10 月号─2

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

蔓
延
・
拡
大
に
伴
い
、
政
府
は
令
和

二
年
度
第
一
次
補
正
予
算
に
続
い
て

更
な
る
対
策
強
化
の
た
め
、
六
月

十
二
日
に
歳
出
総
額
三
一
兆
九
千
億

円
に
お
よ
ぶ
第
二
次
補
正
予
算
を
成

立
さ
せ
ま
し
た
。
補
正
予
算
等
に
よ

り
、
様
々
な
支
援
策
が
行
わ
れ
て
い

ま
す
が
、
そ
の
中
で
も
中
小
企
業
等

へ
の
対
策
が
、
重
要
な
柱
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　

対
策
の
背
景
を
考
え
る
に
は
、
国

が
「
中
小
企
業
を
全
体
的
に
ど
の
よ

う
に
把
握
し
て
い
る
の
か
」
を
理
解

す
る
こ
と
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
我
が
国
の
中
小
企
業
の

実
態
に
つ
い
て
、
以
下
、
中
小
企
業

庁
よ
り
委
託
さ
れ
た
一
般
社
団
法
人

C
R
D
協
会
が
作
成
し
た
資
料
（
中

小
企
業
白
書
に
掲
載
）
に
基
づ
き
考

え
て
み
ま
す
。

一
　
中
小
企
業
者
数
の
推
移

　

二
〇
一
六
年
の
日
本
全
体
の
企
業

総
数
は
約
三
五
九
万
社
で
、
う
ち
中

小
企
業
数
は
約
三
五
七
万
八
千
社
で

す
（
資
料
1
参
照
）。

　

二
〇
〇
九
年
は
約
四
二
一
万
社
あ

り
ま
し
た
か
ら
七
年
間
で
約
六
二
万

社
（
約
一
五
％
）
が
減
少
し
た
こ
と

に
な
り
ま
す
。
特
に
小
規
模
企
業
数

は
六
一
万
社
減
少
。
そ
の
中
で
も
小

規
模
個
人
事
業
者
が
四
五
万
事
業
所

も
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

こ
こ
か
ら
推
測
さ
れ
る
の
は
、
近

年
で
は
個
人
事
業
者
の
ビ
ジ
ネ
ス
モ

デ
ル
で
事
業
を
存
続
し
続
け
る
こ
と

は
難
し
い
状
況
に
あ
る
と
い
う
こ
と

で
す
。

　

長
年
、
中
小
企
業
問
題
を
見
て
き

て
い
る
A
氏
は
、
政
府
が
今
後
、
中

小
企
業
対
策
を
行
う
際
に
は
、
小
規

模
企
業
及
び
中
規
模
企
業
に
焦
点
を

合
わ
せ
た
対
策
を
と
る
こ
と
に
な
る

だ
ろ
う
、
と
予
想
し
て
い
ま
す
。

二
　
中
小
企
業
の
営
業
利
益

　

大
企
業
と
中
小
企
業
の
比
較
、
あ

る
い
は
中
小
企
業
者
間
の
財
務
上
の

比
較
に
は
、
自
己
資
本
比
率
と
か
使

用
総
資
本
利
益
率
等
い
ろ
い
ろ
な
指

標
が
あ
り
ま
す
が
、
中
小
企
業
に
お

い
て
は
、
経
営
者
の
個
人
資
産
を
使

用
す
る
ケ
ー
ス
が
多
い
ほ
か
、
実
質

自
己
資
本
に
近
い
役
員
借
入
金
等
が

あ
る
こ
と
か
ら
、
共
通
の
尺
度
で
判

断
す
る
に
は
疑
問
が
あ
り
ま
す
。

　

そ
こ
で
今
回
は
、
利
益
率
の
中
で

も
売
上
高
営
業
利
益
率
を
見
て
い
き

ま
す
。
こ
れ
は
、
不
況
期
の
た
び
に

金
融
機
関
が
融
資
時
に
重
視
す
べ
き

項
目
で
あ
る
か
ら
で
す
。

　

資
料
2
は
全
国
ベ
ー
ス
の
（
売
上

高
）
営
業
利
益
額
で
す
が
、
政
府
が

助
成
金
額
を
検
討
等
す
る
場
合
、
売

上
高
利
益
率
で
は
な
く
、
金
額
ベ
ー

ス
で
捉
え
て
い
ま
す
。

　

さ
て
（
資
料
2
）
で
分
か
る
こ
と

は
、
売
上
高
利
益
（
以
下
、
利
益
）

は
約
一
〇
〇
万
円
（
年
間
）
の
企
業

数
が
最
も
多
い
こ
と
で
す
。

　

そ
し
て
、
上
位
二
五
％
の
企
業
の

利
益
が
六
七
〇
万
円
、
下
位
二
五
％

の
企
業
が
▲
一
四
〇
万
円
。
統
計
上

か
ら
企
業
全
体
の
五
二
％
は
▲
四
〇

〇
万
円
超
か
ら
プ
ラ
ス
四
〇
〇
万
円

以
下
の
企
業
で
あ
る
と
い
う
こ
と
で

す
。

※　

資
料
に
あ
る
中
央
値
は
、
財
務

指
標
ご
と
に
最
小
値
か
最
大
値
ま

で
並
べ
た
時
の
ち
ょ
う
ど
中
間

（
五
〇
％
）
に
位
置
す
る
企
業
の

財
務
指
標
の
数
値
で
す
。

　
「
中
央
値
一
・
一
」
は
、
営
業
利
益

で
見
る
と
一
一
〇
万
円
近
傍
に
企
業

が
集
中
し
て
い
る
こ
と
を
示
し
て
い

ま
す
。
こ
の
中
央
値
の
右
側
の
二
五

％
（
表
枠
内
・
P 

75
）
が
一
一
四
万

円
超
か
ら
六
七
二
万
五
千
円
の
企
業

を
示
し
、
そ
し
て
営
業
利
益
の

一
一
四
万
円
か
ら
▲
一
三
七
万
二
千

円
が
左
側
の
二
五
％
（
同
P 

25
）
の

企
業
を
示
し
ま
す
。

三
　
中
小
企
業
の
純
資
産

　

次
に
中
小
企
業
の
純
資
産
は
ど
の

位
な
の
か
を
分
布
図
で
見
て
み
ま
し

ょ
う
（
資
料
3
参
照
）。

　

資
料
3
の
純
資
産
分
布
も
、

九
五
万
社
の
決
算
書
を
一
〇
年
間
分

入
れ
て
分
析
を
行
っ
て
い
る
た
め
、

か
な
り
中
小
企
業
の
実
態
を
表
し
て

い
る
も
の
と
い
え
ま
す
。

　

同
資
料
を
簡
単
に
説
明
し
ま
す

と
、
中
小
企
業
に
お
け
る
純
資
産
の

中
央
値
は
、
六
九
〇
万
円
と
な
っ
て

い
ま
す
。
そ
し
て
、
純
資
産
▲
二
千

万
円
か
ら
二
千
万
円
以
下
の
企
業
が

全
体
の
五
二
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

中小企業
の
現
状
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そ
し
て
下
位
二
五

％
が
▲
四
三
〇
万
円

（
債
務
超
過
）
で
、

上
位
二
五
％
が
約

四
、七
〇
〇
万
円
の

純
資
産
で
経
営
を
行

っ
て
い
る
こ
と
が
わ

か
り
ま
す
。

　

中
小
企
業
の
実
態

を
更
に
明
確
に
す
る
に
は
、
経
営
者

の
年
齢
に
つ
い
て
も
加
味
し
て
考
え

る
べ
き
で
す
が
、
一
言
で
い
い
ま
す

と
、
六
〇
歳
以
上
の
経
営
者
の
割
合

は
現
在
、
五
〇
％
を
優
に
超
え
て
お

り
、
今
後
、
そ
の
割
合
が
高
く
な
っ

て
い
く
こ
と
も
予
想
さ
れ
ま
す
。

　

今
後
一
〇
年
間
で
経
営
者
交
代
が

な
さ
れ
な
い
と
経
営
は
さ
ら
に
厳
し

く
な
る
で
し
ょ
う
。

　

日
本
経
済
で
は
小
規
模
企
業
を
含

め
た
中
小
企
業
の
下
支
え
が
不
可
欠

で
す
。
政
府
が
ど
の
よ
う
な
中
小
企

業
等
へ
の
対
策
を
行
っ
て
い
く
の
か

が
注
目
さ
れ
ま
す
。

〈資料１〉中小企業者数の推移　
（法人）

大規模 増減 中規模 増減 小規模 増減 合計 増減
2009 年 11,645 419,209 1,356,102 1,786,956
2012 年 10,319 ▲ 1,326 400,056 ▲ 19,153 1,277,893 ▲ 78,209 1,688,268 ▲ 98,688
2014 年 10,817 498 440,904 40,848 1,278,901 1,008 1,730,622 42,354
2016 年 10,878 61 412,897 ▲ 28,007 1,186,539 ▲ 92,362 1,610,314 ▲ 120,308

（個人）
大規模 増減 中規模 増減 小規模 増減 合計 増減

2009 年 281 116,694 2,309,259 2,426,234
2012 年 277 ▲ 4 110,064 ▲ 6,630 2,064,921 ▲ 244,338 2,175,262 ▲ 250,972
2014 年 293 16 116,070 6,006 1,973,353 ▲ 91,568 2,089,716 ▲ 85,546
2016 年 279 ▲ 14 116,889 819 1,861,851 ▲ 111,502 1,979,019 ▲ 110,697

〈合計〉
大規模 増減 中規模 増減 小規模 増減 合計 増減

2009 年 11,926 535,903 3,665,361 4,213,190
2012 年 10,596 ▲ 1,330 510,120 ▲ 25,783 3,342,814 ▲ 322,547 3,863,530 ▲ 349,660
2014 年 11,110 514 556,974 46,854 3,252,254 ▲ 90,560 3,820,338 ▲ 43,192
2016 年 11,157 47 529,786 ▲ 27,188 3,048,390 ▲ 203,864 3,589,333 ▲ 231,005

「2019 年版中小企業白書」付属統計資料より作成
小規模企業：従業員 5人（製造業は 20 人 ) 以下、中規模企業：従業員 6人～ 100 人（製造業等 6人～ 300 人）以下

中央値、1.1
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（単位：百万円）

営業利益▲30百万円以下の
企業が全体の1.8％強存在

16年度データ
企業数：ｎ＝953,505
営業利益（単位：千円）
p1 －48,232
p5 －12,852
p10 －6,390
p25 －1,372
p50 1,140
p75 6,725
p90 26,522
p95 61,502
p99 292,158

営業利益が▲4百万円超～
＋4百万円以下の企業が、
全体の52％強存在
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（百万円）

純資産▲1億円以下の
企業が全体の1.2％強存在

16年度データ
企業数：ｎ＝953,505
純資産（単位：千円）
p1 －116,874
p5 －41,208
p10 －22,532
p25 －4,372
p50 6,868
p75 47,819
p90 220,211
p95 533,688
p99 2,582,885

純資産▲2千万円超から
＋2千万円以下の企業が
全体の52％強存在

中央値、6.9

〈資料２〉中小企業の営業利益の分布（2016 年度）

「2019 年版　中小企業白書」を一部加工

「2019 年版　中小企業白書」を一部加工

〈資料３〉中小企業の純資産の分布（2016 年度）



10 月号─4

（質問）
　当社は、A高校の清掃業務をS社（一次
下請、中間業者）を通して請け負っていま
す。S社は技術的ノウハウがなく、いわゆ
る当社への「丸投げ」をこの8年間行って
きました。来年より、当社がA高校より直
接仕事を請け負おうと思うのですが注意事
項を教えて下さい。（K管財㈱）
（回答）
　まず、中間業者S社の立場からみると、
①　うちが見つけてきた仕事。うちの従来
からの顔で受注できたので、下請業者は
この恩義を忘れるべきではない

②　うちが中間に入っていることで、下請
業者の支払条件の不安を払拭している

③　発注先の要望を聞いて伝えているから
仕事上のトラブルが生じない

といったことで自社の存在意義を主張して
いると思われます。

　一方、御社は上記①の条件は認めている
が、②と③については殆ど感じていない状
況にあるのでしょう。
　いわゆる「丸投げ」によく見られますが、
仕事の連絡等で発注者と最終的な下請業者
の仲が緊密になるケースは多くあります。
　以下、御社の立場で考えますと、
①　中間マージンをとられることで利益が
薄い
②　仕事の実際面で発注者の指示と、中間
業者の指示が食い違うことでやりにくい
③　中間業者より自社の方が信頼度が高い
　このうち、①の理由だけの場合では、飛
込し受注は避けるべきでしょう。一方、②
と③の場合ですが、発注者の態度は二通り
考えられます。
　一つは、中間業者を切り、中間業者に今
後ほとんど仕事を出す可能性がない。もう
一つは、A高校が他の仕事で中間業者を使
っていきたい。
　後者の場合では、S社、発注者との円満
な関係を考えての行動が求められます。

飛込し受注は悪いのか

　新型コロナ禍での甲社（旅行業、従業員
16名）の乙社長は、こう話します。
　「2月はまだ売上70％減くらいでした
が、今後を考えて早めに資金の確保をしよ
うと借入れ。しかし、3月にはほぼ予約は
キャンセルで売上が80％ダウンしたため、
すぐに日本政策金融公庫から1年分の資金
を借入れ。4月から6月の売上はほぼゼロ。
資金繰りはなんとかしたものの不安で夜寝
られない日も多い。」
　そのような中、先日、経営者仲間と
Zoomで話し合う中で、次の事を決断した。
①　社員の雇用を守ること
②　会社の存続を守ること
③　政府のさらなる観光施策に備えること
　乙社長は、「今後も中小旅行社では倒産
するところが出ると思うが絶対に負けるわ
けにはいかない。定款変更も含め、旅行業
以外に何かできることがあるか考えていく
つもりだ」と話します。

経営者の正念場　

納
期
や
締
切
り
の
直
前
に
な
っ
て

「
作
業
の
見
積
り
が
甘
か
っ
た
」と

後
悔
し
た
経
験
が
誰
に
で
も
あ
る
と

思
い
ま
す
。
特
に
競
争
激
化
で
の
営

業
担
当
者
で
あ
れ
ば
、
仕
事
を
取
る

た
め
の
プ
レ
ッ
シ
ャ
ー
か
ら
、
な
お

さ
ら
の
こ
と
。

　

こ
れ
は
、
か
か
る
時
間
を
少
な
く

見
積
も
る
と
い
う
認
知
バ
イ
ア
ス

「
計
画
錯
誤
」を
持
つ
か
ら
か
も
知

れ
ま
せ
ん
。

　

こ
の
対
策
と
し
て
Ｘ
社
は
、
担
当

者
が
立
案
し
た
計
画
に
、
自
動
的
に

〝
ゆ
と
り
〟を
付
加
す
る
と
い
う
対

策
を
と
り
ま
し
た
。

　

誤
っ
た
計
画
を
出
す
こ
と
へ
の
指

摘
や
反
論
と
い
う
よ
り
、
ル
ー
ル
化

す
る
こ
と
で
、
実
効
性
の
高
い
見
積

書
が
出
る
よ
う
に
な
り
、
ま
た
、
社

内
で
の
ト
ラ
ブ
ル
の
減
少
に
も
つ
な

が
る
と
い
う
効
果
が
出
て
い
る
そ
う

で
す
。

「
反
論
」
か
ら
「
ル
ー
ル
化
」
へ


